
Ⅱ　調査結果の概要

　１　学校の基本的事項の調査

         表１  　学校数、園児・児童・生徒数並びに教員数（国・公・私立）（各年度５月１日現在）　　

    表２  令和６年度 設置者別学校数（園児数・児童数・生徒数）
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１  幼  稚  園

　幼稚園数は95園（本園95園）で、前年度より1園減少した。
　園児数は6,025人（男子3,049人、女子2,976人）で、前年度より588人（男子302人、女子286人）減少した。
　設置者別にみると、国公立は18園（19.0%）で園児数346人（5.8%）、私立は77園（81.1%）で園児数
  5,679人（94.3%）であった。
　教員数（本務者）は894人（国公立63人、私立831人）で、教員１人あたりの園児数は6.7人であった。

         表３　  幼稚園年度別園数、園児数及び教員数（国・公・私立）

２  幼保連携型認定こども園

　こども園数は116園（本園115園、分園1園）で、前年度より2園増加した。
　園児数は11,960人（男子6,161人、女子5,799人）であった。
　設置者別にみると、公立は6園（5.2%）で園児数493人（4.1%）、私立は110園（94.8%）で園児数11,467人
　（95.9%）であった。
　教員数（本務者）は2,235人（公立84人、私立2,151人）で、教員１人あたりの園児数は5.4人であった。

         表4　  幼保連携型認定こども園の園数、園児数及び教員数（公・私立）
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３　小　学　校

　小学校の学校数は314校（本校306校、分校8校）で、前年度より4校減少した。

　し、昭和56年度以降44年連続の減少となった。
　教員数（本務者）は5,402人で、男2,182人（40.4%）、女3,220人（59.6%）となり、前年度より7人増加した。
  教員１人あたりの児童数は12.1人であった。

         表５　小学校年度別学校数、児童数及び教員数（国・公・私立）

４　中　学　校

　中学校の学校数は181校（本校179校、分校2校）で、前年度より3校減少した。

　し、3年連続の減少となった。
　教員数（本務者）は3,225人で、男1,619人（50.2%）、女1,606人（49.8%）となり、前年度より48人減少した。
  教員１人あたりの生徒数は10.7人であった。

         表６　  中学校年度別学校数、生徒数及び教員数（国・公・私立）
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　児童数は65,115人（男子33,373人、女子31,742人）で、前年度より1,500人（男子707人、女子793人）減少 

　生徒数は34,616人（男子17,850人、女子16,766人）で、前年度より503人（男子363人、女子140人）減少 



５　義務教育学校

　義務教育学校の学校数は2校（本校2校）で、前年度と同数であった。

　教員数（本務者）は28人で、男13人（46.4%）、女15人（53.6%）となり、前年度より1人増加した。
  教員１人あたりの生徒数は1.5人であった。

         表７　  義務教育学校年度別学校数、生徒数及び教員数（国・公・私立）
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　生徒数は43人（男子23人、女子20人）で、前年度より4人（男子2人、女子2人）減少した。 



６　高等学校

　（１）　全日制課程・定時制課程
　　高等学校の学校数は79校（公立57校、私立22校）（全日制71校、定時制2校、全定併置6校）で前年度と
 同数であった。
　　生徒数は33,091人（男子16,989人、女子16,102人）（公立21,764人、私立11,327人）で前年度より239人
（男子62人、女子177人）減少し、平成3年度以降34年連続の減少となった。
　　教員数（本務者）は3,141人で、男2,084人（66.4%）、女1,057人（33.7%）となり、前年度より26人減少した。
　  教員１人あたりの生徒数は10.5人であった。

         表８ 　高等学校年度別学校数、生徒数及び教員数（公・私立、全日制・定時制）

　（２）　通信制課程
　　通信制高等学校の学校数は独立校1校（私立）、併置校3校（公立2校、私立1校）、協力校6校（公立4校、
　私立2校）で、前年度より1校減少した。
　　生徒数は1,908人（男子814人、女子1,094人）で前年度より189人（男子40人、女子149人)増加した。
　　教員数（本務者）は65人（男41人、女24人）で、前年度より1人（男2人減、女1人増）減少した。

７　特別支援学校

　特別支援学校の学校数は18校（国立1校､公立17校）で、前年度と同数であった。
　生徒数は1,827人（男子1,176人、女子651人）で前年度より58人（男39人、女19人）増加した。
　教員数（本務者）は1,123人（男417人、女706人）で前年度より15人（男3人減、女18人増）増加した。
　教員１人あたりの生徒数は1.6人であった。

      表９  　学校数、児童・生徒数並びに教員数（各年度５月１日現在）

      表９-1 令和６年度国公立別学校数､児童・生徒数並びに教員数
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（単位：校、人）

4年度 5年度 6年度 4年度 5年度 6年度 4年度 5年度 6年度

特別支援学校 18 18 18 1,740 1,769 1,827 1,119 1,108 1,123

教 員 数 ( 本 務 者 )
区     分

学 校 数 児 童 ・ 生 徒 数

（単位：校、人）

国立 公立 計 国立 公立 計 国立 公立 計

特別支援学校 1 17 18 54 1,773 1,827 28 1,095 1,123

区     分
学 校 数 児 童 ・ 生 徒 数 教 員 数 ( 本 務 者 )



８　専修学校

　学校数は32校で前年度より2校減少した。設置者別では、公立1校、私立31校であった。
　学科数は71で、分野別の内訳は、文化・教養関係29、医療関係23、衛生関係3、商業実務関係7、
教育・社会福祉関係5、工業関係2､服飾・家政関係2であった。
　生徒数は3,091人で、医療関係が1,916人で最も多く、続いて文化・教養関係557人、教育・社会福祉関係
243人、衛生関係168人、工業関係99人､商業実務関係108人となった。

         表10　 専修学校年度別学校数、生徒数及び教員数（公・私立）

－　８　－



９　各種学校

　学校数は9校で、前年度と同数であり、設置者別では、全て私立校であった。
　課程数は13で、服飾・家政関係が7、文化・教養関係が1、予備校が1、外国人学校が4であった。
　生徒数は365人で、課程別では、外国人学校157人、予備校106人、文化・教養関係89人、
  服飾・家政関係13人であった。

         表11 　各種学校年度別学校数、生徒数及び教員数（私立）

図３ 　各種学校課程別生徒数
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　２　中学校及び高等学校卒業後の状況

 １ 中 学 校

   県内の中学校（国立1校、公立164校、私立16校）を令和6年3月に卒業した生徒数は、11,909人（男子
6,169人､女子5,740人）で､前年度より71人（男208人増、女137人減）増加した。
   卒業後の状況をみると､卒業者のうち､高等学校等進学者（就職進学者を含む）は11,814人(99.2%)､就職
者（就職進学者を含む）23人(0.2%)､専修学校等進学者11人(0.1%)､左記以外の者及び不詳・死亡の者61人
(0.5%)であった。
   高等学校等進学者と就職進学者を合わせた高等学校等進学率は99.2％であった。
（全国の進学率98.6％より0.6ポイント高い）

   　    表12   中学校卒業後の状況（実数）

         表13　 進学率・就職率の年次別推移（中学校）

 （１）進学者（就職進学者を含む）
     高等学校､高等専門学校等に進学した者（就職進学者を含む）は､11,814人（男子6,105人､女子
    5,709人）であった。進学先内訳は､高等学校全日制10,873人(92.0%)､定時制201人(1.7%)､特別支援
    学校高等部130人(1.1%)､高等専門学校157人(1.3%)、高等学校通信制453人(3.8%) であった。
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 （２）就職者（就職進学者を含む）
     就職者は23人（男子20人､女子3人）で卒業者に占める就職者の割合は0.2％であった。
     就職先を県内・県外別にみると､県内22人(95.7%)､県外1人(4.3%)であった。
     また､産業別では第１次産業9人(39.1%)､第２次産業7人(30.4%)､第３次産業6人(26.1%)､左記以外の者
  13人(4.4%)であった。

　　　　図４　　就職者の地域別、産業別構成（中学校）

 ２ 義務教育学校

   県内の義務教育学校（公立2校）を令和6年3月に卒業した生徒数は、6人（男子3人、女子3人）で､
前年度より3人増加した。
   卒業後の状況をみると､卒業者のうち､高等学校等進学者（就職進学者を除く）は6人(100.0%)であった。
   高等学校等進学者と就職進学者を合わせた高等学校等進学率は100.0％であった。
（全国の進学率98.6％より1.4ポイント高い）

　      表14   義務教育学校卒業後の状況（実数）

         表15　 進学率・就職率の年次別推移（義務教育学校）
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その他の者

4.4%

第１次産業

39.1%

第３次産業

26.1%

第２次産業

30.4%

左記以外の者

4.4%



 ３ 高等学校

     県内の高等学校79校（公立57校、私立22校）を令和6年3月に卒業した生徒数は10,489人（男子5,474
  人､女子5,015人）で､前年度より444人減少した。
    卒業後の状況をみると､卒業者10,489人のうち､大学等進学者（就職進学者を含む）5,221人(49.8%)､専修
  学校等進学者（就職進学者を含む）2,353人(22.4%)､就職者2,688人(25.6%)､ 一時的な仕事に就いた者17
 人(0.1%)､左記以外の者及び不詳・死亡の者は210人(2.0%)であった。

      表16    高等学校卒業後の状況（実数）
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　    表17 　 進学率・就職率の年次別推移（高等学校）

 （１）進学者（就職進学者を含む）
        大学及び短期大学に進学した者（就職進学者を含む）は､5,221人（男子2,492人､女子2,729人）
     であった。進学先内訳は､大学4,,742人（男子2,451人､女子2,291人）､短期大学351人（男子31人､
     女子320人)､その他128人（男子10人､女子118人）であった。
        大学等進学率は49.8％で､男女別にみると、男子の45.5％に対し､女子は54.4％と男子を8.9ポイ
     ント上回った。

　 表18　高等学校(全日制・定時制)卒業者の進学先別進学状況(公・私立、令和6年3月卒業)
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 （２）就職者（就職進学者を含む）
     就職者は2,688人（男子1,740人､女子948人）であり、卒業者に占める割合は25.6％であった。
     就職先を職業別にみると､生産工程従事者643人(23.9%)が最も多く、続いてサービス職業従事者
  467人(17.4%)、専門的・技術的職業従事者392人(14.6%)､事務従事者295人(11.0%)等の順となった。
     産業別の主なものでは､製造業733人(27.3%)、公務（他に分類されるものを除く）322人 (12.1%)、建設業
 334人(12.4%)、卸売業・小売業251人(9.3%)､医療・福祉162人(6.0%)等であった。
     また､就職先を県内・県外別にみると､県内就職者が1,842人(68.5%)､県外就職者が846人(31.5%)で
  あった。
     県外就職者を都道府県別にみると､福岡県330人（12.3%）､東京都85人（3.2%）、愛知県83人（3.1％）、
  大阪府76人（2.8%）等であった。

　表19　　高等学校卒業者の職業別就職者数（公・私立､令和6年3月卒業）　
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※構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100％とならない



　表20　高等学校卒業者の就職先の都道府県別就職者数（公・私立、令和6年3月卒業）
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